
対日直接投資拡大に向けた取組

平成２７年１月２６日

経済産業省

資料４－２



１．自治体との連携によるトップセールス

（出典）ジェトロＨＰ

平成２６年５月１日 「ロンドン対日投資セミナー」

安倍総理、広島県知事、三重県知事、神戸市長、福岡市長

平成２６年９月２３日 「ニューヨーク対日投資セミナー」（「地方創生」編）

安倍総理、和歌山県知事、十日町市長、京都市長、美作市長

○ 外国企業の誘致に積極的な地方自治体の首長が
総理と共に対日投資を呼びかけ。

ニューヨークセミナーでの総理挨拶＜抜粋＞

 ９月初めに内閣改造を行いアベノミクスはいよいよ第２章に
入る。その中心は，豊かで元気な「地方の創生」である。
（中略）

 全国各地で豊かで元気な地方を創生するため、日本の
市場を世界に開き、海外からの投資で日本を変えていく。
（中略）

 在外公館とジェトロが連携して日本への投資を全面的に
支援するための体制も整えている。是非、日本に投資を！

（出典）ジェトロＨＰ 1



①ドアノック ②対日投資の関心確認 ③引き合い・商談 ④最終的な条件交渉

●産業スペシャリスト
を活用し、全世界で
大型投資が見込める

有力企業３，０００社
をリストアップし、
面談を申込み。

JETRO支
援

案件

●有望企業６００社
を特定。

●４１５社と商談中。

２６年度
（産スペ事業

を開始）

２５年度
以前
（従来の
受動的

アプローチ）

●実施せず。 ●３００社から相談、
支援要請。

●３００社と商談。 ●１００社と最終交渉。

２６年４月～９月 ２６年１０月 ２６年１２月 ２６年１２月以降

●１１５社と最終交渉中。

北 米 ２３０社
欧 州 ２２０社
アジア １５０社

北 米 １５５社
欧 州 １３５社
アジア １２５社

北 米 ４５社
欧 州 ３５社
アジア ３５社

具体例 具体例

２５年４月～９月 ２５年１０月 ２５年１２月 ２５年１２月以降

Ａ社（ヘルスケア）● 北米

● 欧州

● アジア・
大洋州

北 米 １１０社
欧 州 １００社
アジア ９０社

北 米 ４０社
欧 州 ３０社
アジア ３０社 2

２．ジェトロの誘致活動の成果

Ｂ社（ＩＴ）

Ｃ社（サービス）

Ｄ社（化学）

Ｅ社（ＩＴ）

Ｆ社（ヘルスケア）

Ｇ社（サービス）

Ｈ社（教育）

Ｉ社（エレクトロニクス）

Ｊ社（金融）

Ｋ社（食品）

○ ジェトロは、過去１１年間に１万１，７２４件の投資案件を支援し、１，１３６件を誘致。

２６年度には、分野別の専門知識と人脈を有する産業スペシャリスト（６０名）を活用し、
有望案件を発掘。

● 北米

● 欧州

● アジア・
大洋州

観光 インフラ

金融
サービス

農業

産業スペシャリスト事業における重点８分野

教育
ＩＴ

エレクトロニクス

ヘルスケア
ライフサイエンス

環境
エネルギー



◆自治体の取組の例

①トップセールス・二次投資セミナ－
等の実施

②地域の魅力の分析・発信

③投資の媒介となる海外人材（バイ
ヤー・留学生OB）の招へい・育成

④ジェトロ貿易情報センターを中心
としたワンストップ支援拠点の整備

３．外国企業誘致による地方創生

○ 新設される優遇税制・地方創生交付金を活用し、地方への外国企業誘致を促進。
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地方創生交付金の活用地方拠点強化税制の活用 自治体・支援機関のネットワーク化

◆地域再生法改正による優遇税制。

◆地方における本社機能等の事業

拠点の新設・拡充を促進。

① オフィス建物等の特別償却１５％

② 雇用者１人増加につき５０万円の

税額控除

③ 固定資産税等の減税に対する

減収補填

◆全自治体の共同データベース

「地域の元気創造プラットフォーム」

に新たにジェトロ及び中小企業基盤

整備機構を接続。

◆全自治体からの情報を統合し、

自治体の支援策等の情報提供

の利便性を向上。

２６年度補正予算案
１，７００億円の内数

２７年度税制改正大綱
２６年度補正予算案

１．５億円



４．ジェトロの誘致活動の強化
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（１） 海外営業（案件発掘・支援）機能の強化

 対日投資重点国・地域（欧米等）に「誘致担当
専門チーム」（１２チーム程度）を設置。

 自ら有望企業を発掘し、個別のビジネス提案・
コンサルティングを実施。

（２） 国内での投資案件支援機能の強化

 「国内営業チーム」（１０名程度）を新設し、
既進出企業の追加投資案件を発掘。

 日本企業とのビジネスマッチングを行う
とともに、６カ国語対応の要員を配置。

（３） 自治体との連携強化

 貿易情報センター（国内事務所）を中心とした
ワンストップ支援機能・体制を強化。

 全自治体の共同データベースに接続し、
自治体の支援等の最新情報を
ターゲット企業に提供。

≪先進自治体の取組例≫

東京都

 「東京国際金融センター」構想を推進。

 国際ビジネス、イノベーションの拠点として、
国家戦略特区に指定。

横浜市

 ｢成長分野育成ビジョン｣等に基づき、
ヘルスケア･ ライフサイエンス、
環境・エネルギー、観光、
ＩＴ・エレクトロニクス分野に重点化。

 国際ビジネス、イノベーションの拠点として、
国家戦略特区に指定。

神戸市

 「神戸医療産業都市」構想を立ち上げ、関
連施設、企業集積を推進。

 医療等イノベーション拠点として、国家戦略
特区に指定。

○ 産業スペシャリスト事業で蓄積した
ノウハウの活用、自治体との連携により、
ジェトロの誘致活動を強化。

（注）企業名は進出例。

http://japan1.ubs.com/
http://japan1.ubs.com/
http://www.phillip.co.jp/
http://www.phillip.co.jp/
http://www.johnsoncontrols.co.jp/publish/jp/ja.html
http://www.johnsoncontrols.co.jp/publish/jp/ja.html
http://www.af5.jp/blog/20121108_3m.php
http://www.af5.jp/blog/20121108_3m.php
http://www.google.co.jp/url?url=http://www.p2bco.net/applelogo/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=rV63VILUKtLz8gWE6YK4Ag&ved=0CBoQ9QEwAg&usg=AFQjCNG3Fc_oMSsSecglch1ZuFIGugm1pQ
http://www.google.co.jp/url?url=http://www.p2bco.net/applelogo/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=rV63VILUKtLz8gWE6YK4Ag&ved=0CBoQ9QEwAg&usg=AFQjCNG3Fc_oMSsSecglch1ZuFIGugm1pQ
http://www.boehringer-ingelheim.co.jp/
http://www.boehringer-ingelheim.co.jp/
http://www.google.co.jp/url?url=http://www.orthospinenews.com/tornier-details-ipo-sees-selling-8-8m-shares-for-19-21&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=Ibq8VJeaLMnt8AW1r4LoBg&ved=0CBgQ9QEwAQ&usg=AFQjCNHD9rYz-Whlb1XQHWr3jpu9zHInpA
http://www.google.co.jp/url?url=http://www.orthospinenews.com/tornier-details-ipo-sees-selling-8-8m-shares-for-19-21&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=Ibq8VJeaLMnt8AW1r4LoBg&ved=0CBgQ9QEwAQ&usg=AFQjCNHD9rYz-Whlb1XQHWr3jpu9zHInpA


５．日本の事業環境の改善に向けた最近の取組

～世界で一番ビジネスがしやすい環境に向けて～
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法人実効税率の引き下げ 研究開発型ベンチャー支援 再生医療拠点の整備等

◆法人実効税率（現行３４．６２％
※
）

を、平成２７年度に３２．１１％

（▲２．５１％）に引き下げる。

◆平成２８年度には３１．３３％

（▲３．２９％）まで引き下げ、

税率引下げ幅の更なる拡大を

図る。

◆更にその後の年度の税制改正に

おいても、２０％台まで引き下げる

ことを目指して、改革を継続する。

◆ＮＥＤＯが認定した国内外の

ベンチャーキャピタル等により

出資を受ける研究開発型

ベンチャーの事業化を支援。

◆平成２６年１１月に改正薬事法及び

再生医療新法が施行。

◆条件及び期限付の早期承認制度を

創設するとともに、細胞の培養の

外部委託が可能になった。

◆海外事業者が日本への投資に強い

関心を示していることも踏まえ、外国

企業向け相談窓口及び関連ビジネス

が集結するショーケースとなる拠点を

整備予定。

NEDO
ベンチャー
企業

インキュ
ベーター、

VC等

85%の資金提供

収益納付

認定
15％の
資金提供

株式

【事業イメージ】

※現行３４．６２％は標準税率ベース。地方税

部分について超過税率が存在。例えば、東京

都における法人実効税率は現行３５．６４％。

２６年度補正予算案
１７．５億円

２７年度税制改正大綱
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